
施策コード 事業名称 部局名 所属名 ページ

1011 防災計画策定事業 防災危機管理部 危機管理課 2

1011 避難対策推進事業 防災危機管理部 危機管理課 3

1011 災害用物資資機材整備事業 防災危機管理部 危機管理課 4

1011 対策本部運営事業 防災危機管理部 危機管理課 5

1011 防災行政無線維持管理業務 防災危機管理部 危機管理課 6

1011 訓練実施事業 防災危機管理部 危機管理課 7

1011 防災関連施設維持管理事業 防災危機管理部 危機管理課 8

1011 罹災証明発行等システム導入事業 防災危機管理部 危機管理課 9
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

％ 達成率

目標

実績

達成率

現状維持

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

評価

理由

期待した成果をあげることができた。

能登半島地震など近年の災害からの教訓を反映させ、松山市地域防災計画及び松山市水防計画の修正を行い、総合的な防災力の強
化を図ることができたため。

事業
評価

法令改正や国、県の計画修正に合わせ、
適宜修正する必要があるため。

課題

地域防災計画等の計画や
マニュアルの点検・修正

100%

指標名

根拠
法令

合計 2.0

事業費／財源

目指す方向性

○

南海トラフ地震の被害想定が見直されたため、
今後も国や県の動向を注視するとともに、
本市の課題も再検討し、計画に反映していく必要がある。

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和7年度）

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

2.0

100

100%

100 100 100

100

その他

地域の防災力向上

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名

－

948-6794危機管理担当

国費・県費

令和8年度

2,404

事業名

1011
1-4:自治事務（義務規定あり） 1:直営防災計画策定事業

事業
性質

事業
区分

【対象】松山市地域防災計画ほか各種計画、計画に基づくマニュアル
【内容】国が策定する防災基本計画及び県の地域防災計画、水防計画、被害想定等を基に、必要に応じて見直しを行い、災害時の体制の確保と
強化につなげる。

総務管理費

令和6年度

予算
（千円）

事業費計

一般財源

その他

対象・内容

各種
計画
該当

地域防災計画印刷用紙

0.2

市債

地域防災計画修正に係る
郵送料

0

国費・県費

市債

579 1,170

2,404 1,710

決算
（千円）

（執行率）

地域防災計画製本費

0

目的・背景

政策【分野】

政策別未来像

施策

主な取組

災害への備えがあり、安心できる

危機管理体制の強化

災害対策基本法第42条第１項、水防法第３３条第１項、
国民保護法第35条第１項

203

194

129

危機管理費一般会計 総務費

【目的】市民の生命、身体及び財産を災害から保護するため
【背景】「災害対策基本法」に基づく国の防災基本計画の策定

68%

安全と安心をつなぐ【安全・安心】 総合計画(実施計画) 市長公約

地域防災計画及び水防計画の修正を行っ
た。

100

1,710

0

0 0

8,943

5,044

0

0.0

1.7

区分

0

0 0

3,899

2.0

0.0

2.0

特記
事項

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

種類

令和7年度

0

防災危機管理部 危機管理課

活動
指標

事業費計

その他

一般財源

0 0

579 1,170

0 0
主な
取組
内容
【R7】

・松山市地域防災計画の修正、製本及び配
布
・松山市水防計画の修正、製本及び配布

正規職員 1.5

24%
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

％ 達成率

目標

実績

％ 達成率

事業名
避難対策推進事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

2:委託
1011

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 防災施設担当 948-6793

政策【分野】 安全と安心をつなぐ【安全・安心】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 災害への備えがあり、安心できる ○ －

目的・背景
【目的】災害発生時の迅速かつ円滑な避難につなげ、災害の被害を最小限に抑えるため
【背景】平成27年の水防法等の改正による避難方法等の周知義務化

対象・内容

【対象】市民、旅行者など
【内容】
・国や県が指定した警戒区域等を反映したハザードマップの作成・配布
・土砂災害・洪水・内水・高潮などの情報を集約した「まつやま総合防災マップ」の作成・配布
・津波被害から市民を守るための「標高表示板」及び避難所標識の掲示・維持

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

施策 地域の防災力向上
根拠
法令

水防法第15条、土砂災害防止法第8条、松山市地域防災計画
等主な取組 危機管理体制の強化

1,463

予算
（千円）

事業費計 6,268 4,528 41,968

国費・県費 2,354 1,250 15,321

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

防災マップ（中心部エリア
版）増刷

洪水ハザードマップ作成 1,386
市債 0 0 0

その他 0 0 1,200 防災マップ（城南エリア
版）増刷

638
一般財源 3,914 3,278 25,447

決算
（千円）

事業費計 4,644 5,466

主な
取組
内容
【R7】

・まつやま総合防災マップ(中心部エリア版)
の増刷
・洪水ハザードマップの新規作成
　２種類（１２河川）
・まつやま総合防災マップ(城南エリア版)の
増刷

国費・県費 1,670 1,875

市債

（執行率） 74% 121%

正規職員 1.5 1.5 1.5

その他

一般財源 2,974 3,591

特記
事項

まつやま総合防災マップの増刷による増その他 0.0 0.0 0.0

合計 1.5 1.5 1.5

令和９年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和7年度）目指す方向性

成果
指標

各種マップの作成率
100 100 100 100

浸水想定区域図の公表に合わせ、洪水ハ
ザードマップを速やかに作成・修正するこ
とができた。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

活動
指標

避難所標識の点検数
45 45 45 45

100 100

現状維持 100% 100%

市内約２００箇所にある避難所標識の点検
を５年計画で実施し、必要な修繕を行うな
ど適切に管理することができた。

45 45

現状維持 100% 100%

国や県の警戒区域等の指定に合わせ、速や
かに作成しなければならないため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
愛媛県の浸水想定区域図の公表に合わせ、洪水ハザードマップ２種類を速やかに作成するとともに、最新データに合わせ「まつやま
総合防災マップ（中心部エリア版）」のデータを更新し、増刷した。
申請のあった標高表示板を作成したほか、避難所標識点検による修繕を進めることで、避難所標識の適切な維持管理ができた。

課題
紙媒体のハザードマップは一定数のストックが必要であるが、法令改
正や情報の更新等に対応するには、再印刷が必要となるため、可能な
限りデジタル化を図る必要がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

食 達成率

目標

実績

達成率

トイレカー備品購入費

事業名
災害用物資資機材整備事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

1:直営
1011

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 防災施設担当 ９４８－６７９３

施策 地域の防災力向上 根拠
法令

災害対策基本法第４９条、防災基本計画、松山市地域防災計画
主な取組 危機管理体制の強化

政策【分野】 安全と安心をつなぐ【安全・安心】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 災害への備えがあり、安心できる ○ －

33,583

予算
（千円）

事業費計 25,114 53,682

目的・背景

【目的】地震・風水害等から市民の生命、身体及び財産を保護するため
【背景】
・平成7年1月17日に発生した阪神・淡路大震災を契機に開始
・平成25年12月に公表され令和8年2月に修正された南海トラフ地震の被害想定を基に計画的な備蓄を推進

対象・内容

【対象】市民、旅行者など
【内容】
・被災者に配布する食料や飲料水、毛布など必要物資の備蓄
・水防活動で使用する資機材の整備

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

16,799

国費・県費 4,488 3,233 3,065
備蓄物資等消耗品費

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

11,782
市債 0 29,800 0

その他 0 0 0 トイレカー車庫設置工事
（前払金除く）

4,672
一般財源 20,626 20,649 13,734

市債 0 30,000

（執行率） 71% 102%

その他 500 0

一般財源 13,333 22,135

決算
（千円）

事業費計 17,795 54,996

特記
事項

令和８年２月に愛媛県が発表した南海トラ
フ地震の被害想定の見直しを受け、食糧を
追加備蓄したことによる増

その他 0.0 0.0 0.0

合計 1.0 1.0 1.0

正規職員 1.0 1.0 1.0

主な
取組
内容
【R7】

トイレカー3台購入
災害用備蓄物資の購入・更新
マンホールトイレ整備・購入
トイレカー車庫整備

国費・県費 3,962 2,861

令和９年度
目標の達成又は未達成要因の分析

（令和7年度）目指す方向性

活動
指標

備蓄食品の配備
125,000 125,000 125,000 125,000

備蓄物資の購入・更新により、南海トラフ巨
大地震の被害想定約１２万５千人分の食料
備蓄を維持できている。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

126,958 131,234

現状維持 102% 115%

災害時に備え、常に安定的な備蓄維持の必
要があるため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
賞味期限のある食料等の備蓄を計画的に進めることができたことにくわえ、災害用トイレカー３台を購入・配備することができたた
め。

課題
令和８年２月に愛媛県が発表した南海トラフ地震の被害想定の見直し
を受け、追加食糧備蓄を進めるとともに、更なる避難所環境改善とな
るよう物資備蓄を購入する。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

達成率

事業名
対策本部運営事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

1:直営
1011

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 危機管理担当 948-6794

施策 地域の防災力向上 根拠
法令

災害対策基本法第23条第1項、水防法第3条、国民保護法第
16条第1項主な取組 危機管理体制の強化

政策【分野】 安全と安心をつなぐ【安全・安心】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 災害への備えがあり、安心できる ○ －

9,009

予算
（千円）

事業費計 27,048 40,515

目的・背景
【目的】災害等が発生し、または発生するおそれがある場合に市民の生命、身体、財産を保護するため
【背景】松山市地域防災計画に定める災害対策（警戒）本部の設置

対象・内容

【対象】本部事務局職員ほか
【内容】
・松山市地域防災計画に基づき災害対策（警戒）本部を設置運営し、災害応急対策を迅速かつ的確に行う。
・災害対策（警戒）本部を円滑に運営するため、総合防災情報システムの運用支援の委託、本部事務局職員等にシステム研修を行う。

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

45,632

国費・県費 0 0 0 総合防災情報システム
パッケージ使用料

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

8,118
市債 0 1,500 3,100

その他 0 0 0 総合防災情報ｼｽﾃﾑ連携ｻｰ
ﾊﾞｰ等機器更新料

4,422
一般財源 27,048 39,015 42,532

市債 0 0

（執行率） 104% 83%

その他 58 0

一般財源 18,882 33,672

決算
（千円）

事業費計 28,232 33,672

特記
事項

その他 1.0 0.0 0.0

合計 3.5 3.0 3.0

正規職員 2.5 3.0 3.0

主な
取組
内容
【R7】

・災害対策（警戒）本部の設置（2回）
・本部用各種機器更新
・総合防災情報システム操作研修実施
・避難所担当職員研修実施
・住家被害認定調査研修実施

国費・県費 9,292 0

令和９年度
目標の達成又は未達成要因の分析

（令和7年度）目指す方向性

活動
指標

災害対策（警戒）本部
運営に係る研修会開催

6 6 6 6

当初の目標どおり、研修会を実施すること
ができた。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

6 6

現状維持 100% 100%

総合防災情報システム
運用支援業務委託料

実災害に備え、年度当初に災害対策（警戒）
本部に関する研修を実施する。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
災害対策（警戒）本部事務局に関する説明や、総合防災情報システムの操作研修等を行うことで、円滑な本部運営に繋げることができ
た。

課題
人事異動に対応するため、年度当初速やかに研修や訓練を行う必要が
ある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

達成率

事業名
防災行政無線維持管理業務

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

1011

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 防災施設担当 948-6793

施策 地域の防災力向上 根拠
法令

電波法、松山市地域防災計画
主な取組 危機管理体制の強化

政策【分野】 安全と安心をつなぐ【安全・安心】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 災害への備えがあり、安心できる － －

13,143

予算
（千円）

事業費計 101,143 33,506

目的・背景
【目的】気象情報、避難情報及び緊急情報等の市民への迅速かつ確実な伝達
【背景】平成28年度のデジタル防災行政無線整備および令和3年度の通防災IP無線機導入

対象・内容
【対象】デジタル防災行政無線（平成28年度整備）や防災ＩＰ無線機（令和３年度整備）
【内容】上記機器の計画的な点検による不具合の早期発見と修繕など適切な管理

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

19,111

国費・県費 0 防災行政無線更新等の工
事請負費

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

9,140
市債 81,000 5,700

その他 0 デジタル防災行政無線専
用回線等の通信運搬費

6,930
一般財源 20,143 27,806 19,111

市債 81,000 4,900

（執行率） 101% 93%

その他 0

一般財源 21,228 26,126

決算
（千円）

事業費計 102,228 31,026

特記
事項

その他 0.0 0.0 0.0

合計 1.0 1.0 1.0

正規職員 1.0 1.0 1.0

主な
取組
内容
【R7】

・防災行政無線の維持管理
・Jアラート機器の更新

国費・県費 0

令和9年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和7年度）目指す方向性

活動
指標

防災行政無線の屋外子局
点検箇所数

45 42 40 45

４2件を計画的に点検を行い、適切に管理
することができた。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

45 42

現状維持 100% 100%

防災行政無線保守点検委
託料

災害時の有効な情報伝達手段として必要で
あるため

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
不具合を発見した場合は、改修計画を立案し必要な措置を講じるなど、防災行政無線等を常に適切に維持管理し、
市民に防災情報や避難情報等を確実に伝達することができたため。

課題
運用開始から１０年近く経過しているため、今後の更新計画等を
検討していく必要がある

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

人 達成率

総合防災訓練会場設営委
託料

事業名
訓練実施事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

2:委託
1011

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 危機管理担当 948-6794

施策 地域の防災力向上 根拠
法令

災害対策基本法第４８条、国民保護法第４２条
主な取組 危機管理体制の強化

政策【分野】 安全と安心をつなぐ【安全・安心】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 災害への備えがあり、安心できる ○ －

1,573

予算
（千円）

事業費計 1,811 2,095

目的・背景
【目的】災害応急対応体制の充実や連携協力関係の強化、市民の防災意識の高揚と地域防災力の向上
【背景】松山市地域防災計画に定める各種訓練の実施

対象・内容

【対象】市民、職員、防災関係機関、民間協力団体・事業所
【内容】市内全域で各種防災訓練を実施する。
①出水期前に水防関係者や自主防災組織を対象とした水防工法訓練
②本市の迅速かつ的確な災害応急対策を目的とした図上型防災訓練
③防災関係機関、消防団、自主防災組織等が参加する総合防災訓練　など

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

2,138

国費・県費 0 0 0 総合防災訓練訓練施設組
立等手数料

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

220
市債 0 0 0

その他 0 0 0 総合防災訓練放送設備一
式使用料

143
一般財源 1,811 2,095 2,138

市債 0 0

（執行率） 103% 99%

その他 0 0

一般財源 1,870 2,077

決算
（千円）

事業費計 1,870 2,077

特記
事項

その他 0.2 0.0 0.0

合計 2.0 2.0 2.0

正規職員 1.8 2.0 2.0

主な
取組
内容
【R7】

・風水害対応図上型防災訓練（５月）
・市総合防災訓練（１１月）
・地震対応図上型防災訓練（２月）
・その他の機関が主催する各種訓練に参加
（随時）

国費・県費 0 0

令和９年度
目標の達成又は未達成要因の分析

（令和7年度）目指す方向性

活動
指標

本市主催の防災訓練の実
施回数

5 5 5 5

当初の目標どおり、訓練を実施することが
できた。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

活動
指標

総合防災訓練の
参加人数

1,500 1,000 1,000 1,000

4 5

現状維持 80% 100%

文書での参加案内やSNSなどでの
多方面への呼び掛けが、多くの市民や
関係者の参加につながった。

1,500 1,200

現状維持 100% 120%

市民の防災意識の高揚、関係機関との連携
強化を目的に、引き続き訓練を実施してい
くため

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
行政と市民が一体となって訓練を実施することにより、防災行政への理解が深まるともに防災意識の高揚が図られた。
また、本市の災害対策（警戒）本部運営についても、本部事務局員への説明会を行うことで災害対応力の維持につなげることができ
た。

課題
大規模災害に備えるためには、更なる災害応急対応体制の充実、市民
の防災意識の高揚が必要である。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

円 達成率

目標

実績

件 達成率

北条ふるさと館指定管理
料

事業名
防災関連施設維持管理事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

3:指定管理
1011

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 防災施設担当 948-6793

施策 地域の防災力向上 根拠
法令

松山市安岡避難地条例、松山市安岡避難地条例施行規則
主な取組 危機管理体制の強化

政策【分野】 安全と安心をつなぐ【安全・安心】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 災害への備えがあり、安心できる － －

3,165

予算
（千円）

事業費計 4,092 4,172

目的・背景
【目的】防災関連施設の平常時・災害時の活用
【背景】安岡避難地および水防センターの運用開始

対象・内容

【対象】安岡避難地、水防センター（重信川河川防災ステーション内）
【内容】
・安岡避難地は、指定管理者制度を導入し、平常時には市民がスポーツ等に利用し、災害時には一時避難場所等として活用できるよう管理す
る。
指定管理者：ふるさと北条ファンづくり応援団（R4.4.1～R8.3.31）
・水防センターは、平常時は地域のコミュニティや研修の場所として、災害時は備蓄倉庫・水防倉庫・消防団待機所などの活動拠点として活用
できるよう管理する。

一般会計 総務費 総務管理費 危機管理費

4,206

国費・県費 0 0 0 水防センター雨漏り修繕
工事

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

188
市債 0 0 0

その他 961 720 697 水防センター浄化槽送風
機交換工事

143
一般財源 3,131 3,452 3,509

市債

（執行率） 96% 101%

その他 678 810

一般財源 3,261 3,399

決算
（千円）

事業費計 3,939 4,209

特記
事項

水防センターで修繕工事が急遽、必要と
なったことによる増

その他 0.0 0.0

合計 0.2 0.2 0.0

正規職員 0.2 0.2

主な
取組
内容
【R7】

・安岡避難地は、北条ふるさとファンづくり
応援団に指定管理業務を委託し、施設を維
持管理した。
・水防センターは、清掃業務、浄化槽及び消
防用設備等をそれぞれ委託し、施設を維持
管理した。

国費・県費

令和８年度
目標の達成又は未達成要因の分析

（令和7年度）目指す方向性

成果
指標

安岡避難地グラウンド使
用料

300,000 300,000 300,000 300,000

安岡避難地は、他のグラウンドと合せて利
用案内を行うことで利用増に繋がった。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和９年度

活動
指標

水防センター浄化槽の保
守点検件数

12 12

343,850 491,760

単年で増 115% 163%

水防センターの適切な維持管理のため、浄
化槽の保守点検を委託した。

12 12

現状維持 100% 100%

施設を有効に活用できるよう、適切な維持
管理を継続する必要がある。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 安岡避難地、水防センターのいずれについても、当初計画した通りに、運用及び維持管理を実施した。

課題 特になし。
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

人 達成率

目標

実績

達成率

罹災証明発行迅速化シス
テム構築委託料

システム導入が完了したため、R8年度以降
は、対策本部運営事業の中で維持管理を行
う。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 年度内に、システムの導入及び研修を行い、災害時に稼働できる準備を整えることが出来た。

課題
システムの導入で終わりではなく、R8年度以降は、対策本部運営事業
の中でシステム利用の訓練や研修を続け、災害時に対応できる職員を
さらに増やし、体制を整えていくことが必要となる。

今後の
方向性

事業終期到来
左記の
理由

－ 20

現状維持 － 100%

令和9年度
目標の達成又は未達成要因の分析

（令和7年度）目指す方向性

成果
指標

システムの操作訓練を受
けた職員数

－ 20 － －
R8年3月にシステムを導入するとともに、
システム操作研修を行い、災害対応できる
職員を増やすことができた。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

決算
（千円）

事業費計 0 15,984

特記
事項

システムを愛媛県・20市町で共同調達した
ことによる減

その他

合計 0.0 1.0 0.0

正規職員 1.0

主な
取組
内容
【R7】

・システムの導入
・操作説明会の開催

国費・県費 10,442

市債

（執行率） 0% 54%

その他

一般財源 5,542

209
市債

その他
iPad回線利用料 111

一般財源 10,366

15,664

予算
（千円）

事業費計 0 29,337

目的・背景
【目的】罹災証明書発行までの時間短縮、県内市町との相互応援体制の強化
【背景】愛媛県による県内市町村を含めたシステム更新

対象・内容

【対象】罹災証明書発行システム
【内容】
・罹災証明書の発行に必要な住宅等の被害調査やデータ整理などの事務をデジタル化するため、愛媛県内２０市町共同で罹災証明書発行シス
テムを構築
・専用アプリを搭載したタブレット端末によるクラウドを活用した速やかな調査結果の共有やデータ整理の効率化

一般 総務費 総務管理費 危機管理費

0

国費・県費 18,971
iPad等導入費用

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

施策 地域の防災力向上 根拠
法令

災害対策基本法
主な取組 危機管理体制の強化

政策【分野】 安全と安心をつなぐ【安全・安心】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 災害への備えがあり、安心できる － －

事業名
罹災証明発行等システム導入事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

7:その他
1011

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 防災危機管理部 危機管理課 防災施設担当 ９４８－６７９３
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